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実証の背景（2021年度 「実証02 地下埋設物の3D化による業務改善効果検証」より抽出した課題）

運用面技術面

◼業界でのデータ整備の規格の統一

◼厳密な精度・鮮度を必要としないユースケースの模索
（計画段階での活用等）

◼点群データ等の活用による建物・道路地物・電柱・電
線データ等の取得、重畳

◼継続的かつ効率的な地下情報の取得方法の確立
（工事時のLiDAR利用、新たな地下計測手法の採
用等）

◼関係者のみが利用できるセキュリティに配慮した環境の
構築

◼関係機関の役割分担、持続的な運用体制の構築

地下デジタルツインの社会実装に向けた道筋の明確化が必要
◼ 昨年度の検討においては主に「埋設物照会」、「施工協議」という限定したユースケースに対して、デジ

タルツイン（地下3Dモデル）の活用可能性、課題を検証
◼ 一定の効果は確認されたものの技術面、運用面で多数の課題を確認。特に、将来的に誰がどのよう

にデジタルツインを整備、運営していくのか、社会実装に向けた道筋の明確化の必要性を認識
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実証の目的・概要

実証内容

◼ A：地下埋設物管理業務のプロセス・課題の整理
◼ B：地上部データの活用可能性検討
◼ C：地下のデジタルツインの持続的な運用体制の検討
◼D：地下のデジタルツインの方向性の検討

目的

◼地下埋設物の管理に関連した業務全般について、既存の業務プロセス、関係者の役割
分担、課題を網羅的に整理し、地下のデジタルツインを活用した望ましい姿（ToBe
像）を描くとともに、その持続的な整備・運用に向けた仕組み・体制を検討し、社会実
装に向けた道筋を明確化する。
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実証内容

実証項目 実証内容

A:業務プロセス・
課題の整理

◼ 都庁関係部署に対するアンケート・ヒアリングを通して、地下埋設物管理に関連
する業務プロセスの網羅的な洗い出し、課題を検証

B:地上部データの
活用可能性検討

◼ 地上部の点群データを活用することによる設計・施工協議、施工計画等の効率
化・高度化の可能性を検証

C:持続的な運用
体制の検討

◼ 国の政策動向、民間の技術開発動向等を整理し、地下のデジタルツインを持続
的に運用するための望ましい体制・仕組みについて検討

D:デジタルツインの
方向性の検討

◼ 各種検討内容を踏まえ、地下のデジタルツインの方向性・将来像を検討

4つの実証項目を通して地下のデジタルツインの方向性を検討
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実証の検討手順

現状業務の課題、政策・技術開発動向等を踏まえ方向性を検討
◼ 地下埋設物管理に関連したステークホルダーへのアンケート・ヒアリングを通して、現状の業務内容、業

務プロセスの洗い出し、課題の整理を実施した。
◼ 国内外の政策・技術開発動向、先進事例等を踏まえ、望ましい体制を検討し、持続的な地下のデ

ジタルツインの方向性・将来像を検討。

【検証B】地上部のモデル化検討

【検証A】
地下埋設物管理業務の

プロセスの洗い出し

【検証C】
望ましい体制の検討

（政策動向・技術動向調査）
（国内外の先進事例調査）

（有識者ヒアリング）

【検証A】
課題の検討

【検証D】
地下のデジタルツイン

方向性・将来像の検討

Step4
方向性の検討

Step3
体制の検討

Step2
課題の整理

Step1
現状の整理

アンケート・ヒアリング

検討の手順



２．業務プロセス・課題の整理
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アンケート・ヒアリングの実施

都庁関係部署等に対してアンケート及びヒアリング調査を実施

＜主な質問項目＞

◼ 地下埋設物管理に関連した業務一覧について

◼ 本検討の対象とすべき業務

◼ 地下埋設物工事に関連した業務プロセスについて

◼ 既存の業務プロセスの実態

◼ 業務プロセスの課題について

◼ 占用団体視点での課題、利用者視点での課題

◼ 道路工事調整会議について

◼ 道路工事調整会議に対しての各局の関わり方、課題認識

◼ DXの取組の方向性について

◼ 地下埋設物のデジタルツインに関連した各局の既存・取組予定のDX施策

◼東京都デジタルツイン（特に地下部）に対する期待・要望、将来像について
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地下埋設物工事に関連した業務プロセスの整理

道路工事調整会議
◼ 工事計画の調整・決定のため、道路管理者が各道路占用団体の工事情報を収集し、工事時期や

施工方法等の調整を行う会議を開催する。

埋設物調査・照会 ◼ 道路占用団体は、工事の設計前に、埋設物の有無を他の道路占用団体へ確認する。

設計
設計

◼ 工事を行う道路占用団体は、埋設物調査・照会で収集した他道路占用団体の地下埋設物の配管
情報等に基づき設計を行う。

設計協議
◼ 工事を行う道路占用団体は、設計の範囲内に地下埋設物を保有する他道路占用団体とそれぞれ

個別に設計内容（配管の位置等）についての確認・協議を行う。

申請
占用許可申請 ◼ 工事を行う道路占用団体は、工事範囲を管轄する道路管理者へ道路占用許可申請を行う。

使用許可申請 ◼ 工事を行う道路占用団体は、工事範囲を管轄する警察署へ道路使用許可申請を行う。

施工

施工協議
◼ 工事を行う道路占用団体は、工事の範囲内に地下埋設物を保有する他道路占用団体とそれぞれ

個別に工事内容（必要な離隔、防護の方法等）についての確認・協議を行う。

試掘・立会い
◼ 工事時に既存の地下埋設物に誤って損傷を与えないようにするため、施工前に実際に掘って正確な

位置や位置（平面、深さ等）を確認する。

施工 ◼ 施工業者が設計内容に基づき、施工を行う。

検査 ◼ 監督員と施工業者が双方立ち会って出来形確認、検収等を行う。

アンケート・ヒアリングに基づき現状の業務プロセスを整理
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課題の整理

道路工事
調整会議

◼ 23区では共通のシステムを利用出来ているが23区外では各自治体に対して紙での提出を行っており資料作成、共有（印
刷対応等）に時間を要している。

◼ Web会議ではないため、会場を訪問する必要があり移動等に時間を要している。
◼ 他企業が配布した大量の紙資料を持ち帰り、自社内で共有するためにスキャンする等の作業が発生している。

埋設物調
査・照会

◼ 埋設物調査・照会は対面対応のみで受け付ける道路占用団体が多く、事前の日程調整に時間を要している。
◼ 埋設物調査・照会を受ける立場では、窓口対応する職員を確保しており、人件費がかかっている。
◼ 古い年代に整備した施設等、図面にも反映されていない埋設物があり、図面と現地が整合しないことがある。

設計
◼ 工事を行う道路占用団体が他道路占用団体に対して、設計協議を依頼した場合に、他道路占用団体から事前にFAXや

メール等で資料（案内図・図面等）共有を要求されることが多く、時間を要している。
◼ メールのやりとりで足りるような内容でも、他道路占用団体が希望する場合、対面で協議しなければならない。

申請
◼ 申請書類の様式が多く、申請書類の準備に時間を要している。
◼ 申請は対面のみで受け付けられているため、移動等に時間を要している。

施工
◼ 企業ごと・担当者ごとに対応方法が異なるが、原則、対面の協議であり移動等に時間を要している。
◼ 大規模な工事の場合、試掘だけで数週間の期間を要している。

地下埋設物工事に関連した業務はアナログな業務形態により
各業務プロセスにおいて課題が山積

※アンケート・ヒアリングより抽出された課題を抜粋
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主な課題への対応方策

把握された主な課題は全国共通の課題であり、
国や民間等の課題に対する取組の把握が必要

地下埋設物管理における主な課題

国や民間等

関連団体の

動向を把握

全国共通
の課題

図面の精度不足に起因する
手戻り・追加作業の発生

各団体独自のデータ形式、システム、
仕組み・ルールの運用に対する個別対応

大量の紙書類の作成
印刷、捺印対応

多数のステークホルダーとの個別調整・対面協議
（電話、FAX、メール）



３．国・民間の動向調査
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国の政策動向

組織名称 動向

国土
交通省

道路局
◼ 「地下埋設占用物件に関する３Ｄデータ化及び道路占用関連システム改修検討業務」において、
地下埋設物の3Dデータの取得・作成・規格の検討、システムの仕様等を検討予定

都市局
◼ 3D都市モデルの整備・オープンデータ化プロジェクト（Project PLATEAU）を推進
◼ 3D都市モデルの標準仕様を拡張し、地下構造物の3D都市モデルを作成するための標準仕様を
検討予定

大臣官房
技術調査
課

◼ 国土交通データプラットフォームの構築、運営を所管
◼ みなとみらいにおいて地下３Dモデルを作成、業務省力化に関する現場試行を実施（R2年度）
◼ ３Dモデル整備や利活用ユースケース及び必要な運用ルール等の検討を実施（R3年度）

プラットフォーム上に、柏市、三島市、富田林市等の上下水道データの3次元モデルを掲載

デジタル庁
◼ 3次元空間情報基盤アーキテクチャ検討の中で3次元空間IDの活用可能性を検討
◼ 3次元空間IDのユースケースの一つとして、地下埋設物管理を対象とし、埋設物照会、MG（マ
シーン・ガイダンス）支援への活用可能性を検討

国において地下インフラDXに向けて様々な取組が進展
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国の検討の目的・内容
国においては組織ごとに主な目的には差異があるが、
東京都の取組と類似・関連した取組みを確認

※各局の検討会資料等、公開情報より確認された内容に基づき作成

組織名称
地下に関する取組の

主な目的

主な実施内容

課題整理 仕様検討 3Dモデル構築 ユースケース開発

国
土
交
通
省

道路局
◼ （主に直轄国道下の）地下埋

設物管理業務の高度化
○ ○ ○ ○

都市局
◼ 地下埋設物データ整備の効率

化・高度化
ー ○

（City GML形式）
○ ○

（都市開発関係）

大臣官房
技術調査課

◼ 3次元モデル整備、利活用ユー
スケース、運用ルール等の検討

○ ー ○
○

（埋設物照会、協議、立
会）

デジタル庁
◼ 地下埋設物管理における3次元

空間IDの活用可能性検討
ー ○

（3次元空間ID）
○ ○

（埋設物照会、MG支援）

東京都
◼ 東京都の地下埋設物管理業務

の高度化
○ ー ○ ○

（埋設物照会、施工協議）



業界団体・占用企業の動向

15

地下インフラデータの共通プラットフォーム化に向けた取組みが進展

（出所）地下インフラの整備・維持管理のスマート化に向けた提言（概要）
http://www.gita-japan.org/consulting/_pdf/%E5%9C%B0%E4%B8%8B%E3%82%A4%E3%83%B3%E3%83%95%E3%83%A9%E6%8F%90%E8%A8%80%E6%A6%82%E8%A6%81_202105.pdf
インフラ事業における「持続安定化」や「地域価値の向上」に資する取り組みの推進を目的とした連携協定の締結
https://www.ntt-east.co.jp/release/detail/pdf/20221118_01_01.pdf
（閲覧日：令和5年3月17日）

地理空間情報技術に関連した企業の業界団体であるGITA-
JAPANは地下インフラデータ共通プラットフォームの必要性を提言

東京ガス・東京電力・NTT東日本は連携協定を締結し、インフラ
基盤データの共通プラットフォームの構築を進めることを宣言

地下スマート化に向けた提言 ガス・電力・通信3者による連携協定の締結



民間の技術開発動向
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地下インフラ管理に活用可能な
民間のアプリケーション・プラットフォームの開発が進展

（出所）【三菱総研Webセミナー】「地下インフラDXの成功の秘訣」講演資料より一部抜粋
株式会社日立製作所HP（URL：https://www.hitachi.co.jp/Prod/comp/app/social_infra_mnt/subsurface/）（閲覧日：令和4年10月17日）

NTTインフラ・ネットはSmart Infraプラットフォーム構想の中で、
業務・設備・データの共有化に関連したサービスを展開

日立製作所と応用地質は、地中レーダー探査装置で地下を
探査・可視化し、一元管理・提供できるプラットフォームを構築

Smart Infraプラットフォーム 地中可視化プラットフォーム



４．国内外の先進事例調査
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国内の先進事例
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主体 概要

静岡県 ◼ 「静岡県3次元計測技術を用いた
出来形管理要領地下埋設物工
編」を整備し、3次元計測データ活
用による出来形管理、施工管理、
維持管理の効率化を推進

杉並区 ◼ 3D都市モデルと地下埋設物3次元
データを整備、統合して、無電柱化
事業の住民説明等に活用予定

国内の先進的な自治体では地下の3次元データを
整備・蓄積する仕組みを構築し業務への活用を推進

（出所）静岡県「ICT活用工事に関する基準・要領」（http://www.pref.shizuoka.jp/kensetsu/ke-130/kensetsu-ict/icon-standards.html） （閲覧日：2022年5月10日）

杉並区「杉並区無電柱化方針」（https://www.city.suginami.tokyo.jp/_res/projects/default_project/_page_/001/071/272/0001.pdf）（閲覧日：2022年12月16日）

3次元出来形管理による業務改善のイメージ(静岡県）
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海外の先進事例

海外においても行政主導で地下インフラDXの取組が進展
イギリス シンガポール アメリカ オランダ フランス

事業主体
The Geospatial 
Commission

Singapore Land 
Authority (SLA）

ニューヨーク市 ロッテルダム市 各地方公共団体

掲載

データ

◼ガス

◼上下水道

◼電気

◼通信

◼交通インフラ

◼上下水道

◼電力

◼通信

◼ガス

◼上下水道

◼電気

◼通信

◼交通インフラ

◼ガス

◼上下水道

◼マンホール

◼電気

◼通信

◼パイプライン(共同溝)

◼地域熱供給

◼道路

◼縁石

◼樹木

◼電灯

◼建物

想定ユース
ケース

◼地下掘削の安全性
の確認

◼建築計画策定補助

◼地下埋設物の確認

◼建築計画策定補助

◼インフラ整備計画策
定補助

◼地下掘削の安全性
の確認

◼工事調整

イメージ
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イギリスの取組

政府が主導して２Dの地下インフラプラットフォームを構築
事業主体 ◼ The Geospatial Commission（英国政府によって設置された委員会）

背景・目的
◼ 地下埋設物破損事故、および事故に伴う損失の減少

◼ 地下埋設物掘削の安全性・効率性の向上

既存の取組み ◼ もともと資産管理者から提供された地下資産の情報をもとに地下掘削の際の情報を提供するサービスが存在

データ ◼ 上下水道、電気、ガス、通信、交通インフラ

実装済/実装計画
中の機能

特徴
◼ 基本は2Dベースで構築されており、3D化の観点では既存の紙ベースの断面図をプラットフォームから参照可能

◼ 2段階に渡る実証実験により、ステークホルダーとの合意や機能の実装を段階的に実施

指定領域の地下埋設物を確認できる機能 プラットフォーム上のデータの誤り等の報告機能

（出所) Cabinet Office「NUAR pilot platform demonstration」

（https://www.youtube.com/watch?v=rrKtex65Png）（2022年05月16日閲覧）
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シンガポールの取組

政府が直接的な計測により地下の３Dモデルの構築を推進
実施主体 ◼ Singapore Land Authority (SLA）（シンガポール土地管理局）

背景・目的
◼ 地上の土地利用の高度化のために、現状地上にあるインフラ施設を地下に移設すること

◼ 移設の円滑化を図るための開発業者やビル所有者への情報提供

既存の取組み

◼ 道路・建物・公共交通・地下インフラ・公共設備データを共有するプラットフォーム（GeoSpace）を整備

◼ GeoSpaceではインフラデータを2Dで管理

◼ GeoSpace上の地下埋設物データの多くはデータの公開範囲が制限されており、一般向けのオープンデータプラットフォームである
OneMap上では閲覧できない（2022年6月時点）

データ ◼ 上下水道、電気、通信

実装済/実装計画
中の機能

特徴
◼ Pegasus.Streamという自動車で牽引可能な車両型機器を用いて地下埋設物情報を3D形式で計測、取得

◼ LADMという3Dデータの整備基準となるフレームワークに従ってデータを整備・統合

プロトタイプとして構築された3Dデータ （参考）データ計測のイメージ

（出所)Yan, J. et al.「 Towards an Underground Utilities 3D Data Model for Land Administration.」 Remote Sens. 2019, 11, 1957.

（https://doi.org/10.3390/rs11171957）（2022年5月29日閲覧）

Leica 「Leica Pegasus:Stream Mobile reality capture」

（https://leica-geosystems.com/-/media/files/leicageosystems/products/brochures/leica_pegasusstream_bro.ashx?la=en）（2022年5月29日閲覧）
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アメリカ（ニューヨーク市）の取組

市が国際標準に従って図面ベースで地下の3Dモデルを構築
実施主体 ◼ ニューヨーク市

背景・目的 ◼ （ハリケーン・サンディ等の教訓を活かし）災害に対して頑強なインフラの整備・管理システムの構築

既存の取組み ◼ 上下水道、交通インフラについては、市がデジタルデータをベースマップとして保有

データ ◼ 上下水道、交通インフラ、ガス・電気・通信

実装済/実装計画
中の機能

特徴

◼ 国際規格Model for Underground Data Definition and Integration (MUDDI) を基にデータ整備

※MUDDIは英国、オランダ、シンガポールの地下埋設物データモデルの規格と整合的

◼ 市販のソフトウェアを組み合わせて既存2Dデータの3D化を実施

実装を目指す3Dマップのイメージ

（出所) New York City「NYC 3D Underground Pilot and OGC MUDDI.」 （ https://www.ogc.org/initiatives/ugi-pilot/ ）（2022年6月12日閲覧）

Open Geospatial Consortium 「Data Model Development led by Fund for the City of New York advances OGC’s Underground Pilot Project」

（https://www.ogc.org/pressroom/pressreleases/2699）（2022年6月22日閲覧）
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オランダ（ロッテルダム市）の取組

市が都市のデジタルツインの一環として地下の３Dモデルを整備
実施主体 ◼ ロッテルダム市

背景・目的

◼ 地上の土地利用の高度化のための地下施設の建設、機能移転

◼ 気候変動に伴う地下排水網の拡充

◼ 上記工事や通常建設工事に伴う掘削工事のコスト・工期短縮

既存の取組み
◼ 道路・建物・公共交通・地下インフラ・公共設備などを含む、3Dデジタルツイン「Rotterdam 3D」を運営

◼ 地下インフラ情報は市の地下インフラに関する部署「Leidingbureau」が作成し、その一部を2Dで公開

データ ◼ ガス、上下水道、マンホール、電気、通信、パイプライン(共同溝)、ヒーティング（地域熱供給）

実装済/実装計画
中の機能

特徴
◼ 深さ情報が存在しないインフラについては、一般的なインフラ同士の上下関係(例：ガスのパイプラインは通信ケーブル

よりも下を通過する)をもとに、擬似的に情報を付加することで対処

地下を掘削可能か確認できる機能 3Dデジタルツインビューアとの統合

（出所) Gemeente Rotterdam「Kernregistratie ondergrond」

（https://www.rotterdam.nl/wonen-leven/kernregistratie-ondergrond/）(2022年6月27日閲覧）
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フランスの取組

各地方公共団体が地下のプラットフォームの整備を推進
実施主体 ◼ 各地方公共団体

背景・目的
◼ 公共インフラ付近での工事に伴う事故防止

◼ 工事関係者が共通して利用できる背景地図の整備

既存の取組み
◼ 公共インフラ付近での工事に伴う事故防止のために「ネットワーク被害防止」改革が行われ、工事の際のネットワーク

オペレーターへの申告が必要となった。その申告と確認のために共通の背景地図が求められるようになった。

データ ◼ 道路、縁石、樹木、電灯、建物

実装済/実装計画
中の機能

特徴
◼ 構造物ごとに安全性に配慮が必要な度合いで3つのクラスを整理

◼ クラスによってマッピングの際に求められるモデルの精度を変更

公共空間の様々な要素をベクター形式で表示 高解像度のオルソ化された航空写真と重ねて表示

（出所) DataGrandEst 「Journée d’animation GéoGrandEst Plan de Corps de Rue Simplifié (PCRS) 06/02/19」

（https://www.datagrandest.fr/public/pcrs/jag-pcrs_20190206_07-ems-cigas.pdf）（閲覧日：令和4年8月29日）

Conseil national de l’information géolocalisée「Dossier technique : réseaux enterrés et Plan Corps de Rue Simplifié (PCRS)」

（http://cnig.gouv.fr/wp-content/uploads/2015/04/CNIG_PCRS_20150331.pdf）（閲覧日：令和4年8月30日）

SAVOIE LE DÉPARTMENT （https://www.savoie.fr/web/sw_87634/plan-de-corps-de-rue-simplifie）（閲覧日：令和4年8月29日）



５．有識者ヒアリング
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有識者ヒアリング

項目 主な意見

地下インフラの
DXについて

◼地下埋設物管理はDX化に取り組む上での優良案件
◼現状も深さ情報は有しており、3Dモデルがないと業務が進まない、というものはない
◼地下埋設物情報はトップセキュリティの情報であり、皆で共有するという仕組みは困難
◼地下埋設物管理のプラットフォームを作る点については東京都だけでは成立しない

東京都として
取り組むべき
ことについて

◼まずは自分たちが持っているデータのデジタル化をきちんと行っていく必要
◼経済産業省/DADC（デジタルアーキテクチャ・デザインセンター）で3次元空間ID
の検討を行っており連携することが望ましい

◼民間は自治体の壁を越えてサービス（例：デジタル申請窓口等）をしようとしている
ため、東京都には民間とムーブメントを作ってもらいたいと思う

◼東京都は国と一緒に取り組むということが周りに対しての波及につながる

※空間情報系の研究者複数名

有識者※ヒアリングの結果、地下インフラのDXは自組織のデータの
デジタル化、国や民間と連携した取組みが重要との示唆を得た



６．地上部のモデル化
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地上部の情報に対するニーズ

昨年度の検討において地上部の情報のニーズを確認
項目 ニーズが確認された情報
形状
情報

⚫ 取り付け管の角度（※精度向上）
⚫ 管路の勾配（※精度向上）

属性情報
諸元

⚫ 管径、管種
⚫ 深さ・高さ情報（GLからの距離、TP（東京湾平均海面）、AP（荒川基準面））
⚫ 設置時期、老朽化の判断に活用できる情報

運用状況
⚫ 高圧電線か否か
⚫ 降雨量等に対する許容値、水道の流入量・流出量

付帯情報

地上

⚫ 建物、掘削時に影響する範囲の構造物
⚫ 電線、電柱、NTT柱（管理番号を含む）
⚫ 街路樹、街路灯
⚫ ガードレール、ボラード
⚫ 断面構造、舗装材料（アスファルト舗装orコンクリート舗装）、舗装厚
⚫ 歩車道境界、敷地境界
⚫ 公道面、歩道面

地下

⚫ 地域冷暖房、鉄道網、地下通路等地下空間全体
⚫ マンホール、ハンドホール、変圧器
⚫ 残置杭、工事時の残置物全般
⚫ 光ケーブル、各家庭への引き込み管

地盤
⚫ 土質条件、地盤改良の必要性の有無
⚫ 薬液注入の状況

今年度の主な検討対象

昨年度の検討より抽出された成果
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地上部のモデル化の流れ

地上部の点群データと地下3Dモデルを合わせてデモを実施

点群データ

（LAS形式）

3D Tile形式

地下3Dモデル

地上3Dモデル

東京都3Dビューア

FME
データ
変換

デモの実施

地上部のモデル化
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東京都3Dビューアへの反映

建設局で取得された都道点群データを活用し
地上部と地下部の情報連携の可能性を検討

電線

電柱

歩車道境界
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地上部のモデル化デモの実施

東京都3Dビューアを活用したデモを実施

デジタルサービス局 各局担当者

PC/モニター

点群で取得可能な地物の紹介
（過年度ニーズが確認された地物との対応の説明）3

利用イメージ（ユースケース）の説明
（視点の変更、計測機能の利用）4

ビューアに掲載している点群の範囲、概要の説明2

錦糸町地下部の3Dモデルの紹介5

デモの実施手順
デモの目的・趣旨の説明1

意見交換6

デモの実施イメージ

◼ 東京都3Dビューア上に地上部の点群、地下の3Dモデルを表示しながら点群で取得できるデータの内
容等について説明し、業務への活用可能性、活用に向けた課題等について意見を収集
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ヒアリング結果

地上部モデルが埋設物管理の高度化に寄与する部分はあるが
情報・機能の更なる充実が必要であり実用には課題も多い

項目 主な意見

業務への活用
可能性

◼管路が輻輳しているところ・空いているところはどこなのか、という情報がわかるのはよい
◼地上と地下がまとまった情報があれば、業務を受託する民間のコンサルはありがたい
◼点群の情報は、建機の大きさ等の決定や維持管理には活用できる

課題 ◼ 3Dだと全体は捉えられるが、ポイントで見た場合にどこが対象点かがわかりにくい
◼ 3Dにすると本来生じえない管路の重なりが起きるため、その対応処理が必要
◼都道だけのデータでは不十分であり、市区町村道のデータも欲しい
◼整備した点群データの維持管理・更新を誰が担うのかが課題

望ましい機能 ◼ 3D上でポイントを押すと当該地点の2Dの図面や断面図を表示する機能
◼ システム上で他社の管路やシールド等との近接度判定を行う機能
◼ システム上にシールド等の設計情報を表示する機能
◼ 断面図等をCAD上で表示できる、ビューア上でCADに記入できる機能

その他 ◼ 民間のクラウドサービス等の整備が進む方が早いのではないか



７．方向性・将来像の検討

33



34

政策・技術開発動向から得られる示唆

国・民間における地下埋設物管理のDXに関連した
様々な取組みとの連携が望ましい

概要 示唆

国の
政策動向

◼地下埋設物管理のDXについては、組織・分
野横断的な取組が必要であることから、国も
注力分野として認識

◼特に国交省において地下の3次元モデルの標
準仕様の検討、モデルの作成、各業務に対
応する機能を搭載したプラットフォームの整備
等の検討が進展

◼ 国の施策と整合した取組み（標準仕
様に合わせたデータの整備、プラット
フォームの利活用等）を図っていくことが
望ましい

民間の
技術開発
動向

◼一部の民間企業において、地下埋設物管理
業務の高度化に資するアプリケーションの提
供、プラットフォームの整備が進展

◼ 有用性が確認できるサービスについては、
行政としても活用の可能性を検討して
いくことが望ましい
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国内外の先進事例等から得られる示唆
地下インフラのDXは目的を明確にした上で

データの蓄積を推進し、国や民間と連携することが望ましい
概要 示唆

国内の
先進事例

◼ 国内の先進的な自治体では、地下のデータ
の蓄積を進め、業務への活用を推進

◼ 様々なユースケースに対応できるよう、
データの蓄積を進めることが望ましい

国外の
先進事例

◼海外においても様々な課題認識のもと、国や
自治体が主導し、地下埋設物データの共有
化の仕組み、プラットフォームの整備を推進

◼セキュリティには十分配慮しつつ、可能な範囲
でデータの公開、共有化を行い、データの積
極的な利活用を推進

◼ 地下DXに取り組む上では取組の目的
を明確に整理する必要がある

◼ 国の動きと整合を取りながら、セキュリ
ティに配慮した上で、地下埋設物デー
タの共有化を推進することが望ましい

有識者
ヒアリング

◼まずは自分たちが持っているデータのデジタル化はきちんと行っていく必要
◼地下インフラのDXは都単独ではなく国や民間と連携した取組みが重要



項目 制約条件・留意事項

技術面
◼ 現状では様々な要因で既存の図面の精度には限界、一定のズレや不明管は今後も存在
◼ 現状の技術レベルでは、計測により完全な3Dモデルを構築することも困難
◼ 各社のデータ形式やマップの測地系、位置精度等も異なり統合は困難

コスト面
◼ 紙情報のデジタイズ（例：水道の深さデータの電子化等）には膨大なコストが必要
◼ 東京都全域を直接的な計測により3Dモデルを構築しようとする場合膨大なコストが必要

運用面

◼ 国において地下埋設物の標準仕様の検討及び一部地域での3Dモデル化を検討
◼ 国や民間において地下インフラのプラットフォームの整備に関連した動きがあり、それらが国

内の標準プラットフォームになる可能性が高い
◼ 地下埋設物はトップセキュリティの情報であり、データ共有・公開のハードルは非常に高い
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地下インフラDXに向けた制約条件・留意事項

技術面・コスト面・運用面の制約を踏まえると
東京都単独のデジタルツインの取組ではカバーできない



地下のデジタルツインに向けて自治体が担うべき役割

課題解決に向けて各自治体は国・民間と連携した活動が必要

現状業務の主な課題 自治体が担うべき役割

多数のステークホルダーとの
個別調整・対面協議

（電話、FAX、メール） アプリケーションの導入・利用
（例：デジタル申請窓口、オンライン協議）

組織内でのデータ共有環境の構築

民間のアプリケーション開発の進展

セキュリティの観点から
外部に対するデータ公開は困難

図面の精度不足に起因する
手戻り・追加作業の発生

管理データ蓄積の仕組みの構築
（例：3Dデータによる出来形管理の実践）

既存の図面の精度の限界

国のデータ標準仕様、
プラットフォーム等を踏まえた
各種紙情報のデジタル化各団体独自のシステム・仕組み

の運用に対する個別対応

大量の紙書類の作成
印刷、捺印対応

国において地下埋設物の
3Dデータ・モデルの仕様を検討

国において共通プラットフォームの
検討・整備が進展

制約条件・留意事項
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東京都の地下のデジタルツインの方向性

地下のデジタルツインは、国・民間の動向をふまえた
プラットフォーム連携・データ蓄積の仕組みの構築が必要

東京都の地下のデジタルツインの方向性

国・民間と連携した取組みの推進1

◼ 国交省を中心に地下の標準的なプラットフォームの整備が進む見込み

◼ 様々な機能を搭載したアプリケーション開発も民間中心に進んでいる

◼ 独自仕様で地下のデジタルツインの整備を進めた場合に、将来的に手戻りが生じる可能性が

高く、上記の動きを踏まえた検討が不可欠

地下埋設物管理データの蓄積・拡充のための仕組みの構築2

◼ 国や民間が整備するプラットフォームやアプリケーションを最大限に活用し、地下埋設物管理の

高度化を図るためまず自分たちの情報のデジタル化が必須

◼ 紙データのデジタイズだけでなく、日常業務を通しデータが蓄積される仕組みの整備が必要
38



国や民間で検討が進められているプラットフォーム・アプリ等と
連携し地下埋設物管理の高度化・効率化を実現

地下埋設物管理の将来像

地下埋設物管理の将来像のイメージ

地下インフラ
共通プラットフォーム

※国の整備を想定

占用事業者

建設事業者

地下インフラDX
アプリケーション

サービス提供

一元的な申請・閲覧

水道

下水道

電力

ガス

通信

標準仕様に基づく
データ整備

コスト削減

工期短縮

質の向上
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